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自己紹介

東北メディカル・メガバンク
地域医療支援 副部門長
艮陵協議会・教室員会

膵臓病学、膵臓外科学
Best Doctors in Japan (2010-)
肝胆膵外科 高度技能指導医

災害医学・医療
2012年災害医療国際協力学分野 教授
災害医療コーディネーター講習会受講

東日本大震災
災害対策本部で艮陵協議会、教室員会の
ネットワークを活かして対応

2015年第3回国連防災世界会議
仙台防災枠組2015-2030

2014年ワシントンDC
災害保健医療国際シンポジウム開催

人々の健康と財産を守る実践的防災学の確立

災害研
災害医学研究部門長
緊急被ばく医療推進 副センター長
災害統計グローバルセンター
東北大学病院
災害対策委員
BCPワーキンググループ長
緊急被ばく医療受け入れ訓練
総合防災訓練

みやぎ防災減災円卓会議メンバー
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東日本大震災による
東北大学病院の被害と対応

防災
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８階に居室

耐震強化された外来棟

制震構造の病棟

東北大学病院 （震災直前）
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居室の様子 2011.3.11
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実験室 2011.3.11
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第一段階：３月１１日
入院患者及び職員の安全確保と

緊急のトリアージ体制の確立

 14:46 地震発生

 すべてのライフライン停止

 20分で災害対策本部設置

 被害・安否状況確認

 トリアージポスト設置

 DMATによる情報収集

 開腹手術６件：終了・閉腹

＊震災の最前線になるであろう

災害対策会議
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病院被害

倒れた防火扉

外れた床板

歯科外来ずれの生じたビル接合部
８



震災前の対策と人的被害

• 震災前の対策
– 耐震化

– 災害拠点病院としてDMAT養成

– 全部署あげての防災訓練（年１回）

• 入院患者・職員：死亡・負傷ともになし
– １０００名ｘ３日分の入院患者用食料備蓄あり(700Kcal/day)
– 職員用の食料備蓄なし

• 災害対策本部20分、トリアージポスト45分で立ち上げ

• 外来患者、家族：金曜日の午前中の診療は終了。帰宅
途中あるいは帰宅前で帰宅困難者となった。
– 仙台空港で２日間以上足止め

– 仙台市の指定避難所と連携（大学病院からの往診あり）

• 手術室：6例が手術中（４例は手術を完遂、他は中断）

– 手術室のある中央診療棟の安全確認まで、手術室が使用でき
ず、緊急手術のみ対応可能だった。
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第二段階：発災１週間目まで
病院機能の復旧と仙台市周辺の医療機関への

支援及びトリアージの継続
「すべての医師は総合医として活動して欲しい」

第三段階：発災2-3週間目まで
県内外の医療機関への支援強化

「最前線の病院を絶対に疲弊させるな」

最前線の医師の「顔」が見える関係

第四段階：発災3-4週間目以降
避難所の長期的な診療体制の整備、

病院の正常機能への復帰

「転院要請には無条件で最大限に対応」
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機能的被害と対策

• 通常外来・手術は中止
– すべての医師は総合医として対応

• 地域医療支援に徹する
– 多数傷病者受け入れ（5日間で838名）

– 沿岸病院からの転院受け入れ

– 透析患者受け入れと遠隔地搬送の中継（78名）
• 透析医ネットワーク

– 全国からの支援人材・物資の受け入れと配備調整
• 関連病院医師との面談による情報収集

– 地域医療機関への人材派遣（医師・看護師・薬剤師）
• ドミノ式支援
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透析患者の遠隔搬送

• 気仙沼市における透析医療機関は気仙沼市立病院のみ

• 発災前は夜間透析患者35名を含む168名

• 陸前高田、南三陸でも透析不可能

• 東北大学病院血液浄化部、各地の透析医会、DMAT、災害医療コー
ディネーター、自衛隊、救急隊のネットワークを活用

気仙沼市立
病院

東北大学病
院

北海道透析
医会

3月19日に78名を
陸路で転送

3月22, 23日に78名を自衛隊
千歳空港に転送

中継ぎの透析実施、血液
検査、心身両面をチェック

震災後、透析を一度も受けられず
に死亡した事例の報告はなかった。
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東北大学と気仙沼市立病院
ドミノ式支援

東北大学病院 気仙沼市立病院 被災者

代替要員の派遣
医師・看護師・薬剤師・
技師

• 常勤職員の休養
• 地域をよく知る職員

が被災者を支援

東京都医療救護班
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震災後の対策強化

Building Back Better
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構造物被害と対策

• すべての建物が再使用可能

• 外来の一部、および古い研究棟は非構造物の被害が大
きく、耐震対策のための改修を要した。
– 医局の長期間仮住まいが必要

– 研究棟（医局）の改修は優先度が低くなりやすい

– 最新技術も用いられた

建て替えずに免震構造化（免震装置プレロード工法）
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非構造物被害と対策

• ライフライン

– 電気は自動で非常用電源に転換。非常用燃料３日分だったが、
通常電源は東北電力が最優先して１日で復旧。

• 研究棟用の非常用発電機及び燃料タンクの設置

• 無停電電源装置の設置

• 院内PHS, ナースコール用交換機の蓄電池と非常用電源の二重化

– 断水なし。一部の研究棟で水道管が破裂しエレベーターホール
が滝のように。研究棟ではトイレ・水道が長期間使えず。

• 配管の修繕がしやすい天井の導入

– 都市ガスの供給が止まったため、暖房が稼働せず。器具滅菌の
ためのオートクレーブが１０日目まで停止。

• 電気オートクレーブの増設
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ライフライン対策

非常用発電機用燃料タンク

防災センター

病棟自家発電機

院内PHS専用蓄電池 １７



非構造物被害と対策

• ライフライン

– 酸素、圧縮空気、吸引は稼働した。酸素タンクの容量が７日分で
あり、仙台港の酸素工場が破壊されたため、日本海から輸送。

• 酸素タンクの増設

– エレベータ再稼働までの間、患者搬送は人手で階段昇降。有資
格技術者による目視確認が必要。ヘリポートに通じる非常用エレ
ベーターが最初に再稼働。

• 管理業者との提携

• ヘリコプター管制室（ドクターヘリ）の導入

– 院内LANと診療支援システム（電子カルテ）、PHSは正常に稼働

。情報伝達システムとして機能。サーバー室空調が非常用電源
につながれていないミスがあった。

• サーバーと空調の非常用電源確保

• 無停電電源装置
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非構造物被害と対策

• 病棟：物的被害なし

• 中央診療棟：
– 放射線部：CT, MRIなどの電源が落ち、再稼働のための電力が

非常用電源の能力を超えるため、再稼働できなかった。
• BCPによる非常用電力配分計画

– 薬剤部：医薬品備蓄3日間
• 耐震対策の強化

– 検査部：一部断水により検査機器が使用できなかった。
• 夜間・休日検査室の分散とメンテナンス

• 断水対策

– 栄養管理室：ガス遮断により調理できなかった。
• 電気調理器の増設・調理不要の非常食配備
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検査部の対策

水停止時に稼働可能なリザーバー

可動性の台座の耐震対策

落下防止対策

夜間休日の使用でリスク分散
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機能的被害と対策

• 機能的被害は最小

• 災害拠点中核病院としてのBCP導入
– ミッション志向型事業継続性計画

• 病院のミッションを達成するために各部署が何をするか

• 継続的な評価と改善

• 病院トップの参画

– 院内の情報把握の困難性
• 緊急地震速報と連動した院内緊急放送システム

• 院内災害情報システムの導入

• 毎月1回、緊急放送訓練で入力を日常化

• 総合防災訓練で活用

– 院外の情報把握の困難性
• EMIS利用の強化

• 地域医療ネットワーク構築（艮陵協議会、MMWIN）

• 災害保健医療人材の育成
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東北大学病院 BCPデータベース５つのミッション
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東北大学病院 災害医療情報システム（震災後）

• 発災時報告と定時報告を視覚化

• 毎月１回の緊急一斉放送訓練および総合防災訓練で確認

未入力の部署は壊
滅的なダメージを受
けている可能性あり

クリックする
と詳細情報

外来支部で入力され
たトリアージポストの
患者数が一目瞭然
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異常発生個所の詳細情報

総合防災訓練での実際の入力を反映
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国立大学病院の防災のあり方に関する提言

防災
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防災枠組におけるHealthの位置づけの変化
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"healh" "disaster"

生死よりも“健康”に重きが置かれるようになってきています。
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仙台防災枠組 (SFDRR) 2015-2030

国と地方レベル
– 各国の一次、二次、三次保健医療機関における災害医療対応を含む医療システムを強化す

る。特に地方レベルにおいて保健医療従事者が災害リスクを理解し、健康の領域における災害
リスク減少を実現し、災害医療の対応能力を向上させる訓練を実施する。また、他のクラスター
とともに地域住民のなかで保健医療に貢献できる集団を育成し、支援する。そのためのプログ
ラムは国際保健規制(IHR)を遵守しながら実施されるべきである。

グローバル・地域レベル
– 保健対策を医療従事者と他の関連するステークホルダーとの協働作業をより推進し、各国の健

康に対する災害リスク管理を強化し、IHRの遵守ならびに災害に強い保健医療体制の構築をめ
ざすべきである。

– 災害統計における死亡者の登録と死因のデータベース化を通して、死亡と健康障害に関する
改善をさせる。

– 精神的・社会的な支援やメンタルヘルスサービスが提供できる仕組みを強化する。

Target (d)

強靱性を高めることなどにより、医療・教育施設を含めた重要インフラへの損
害や基本サービスの途絶を、2030年までに大幅に削減する。
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クラスター

こころとからだの健康をまもるのは保健医療だけではできません

よりよいアクセス
(アクセシビリティー)

安全な病院

教育

早期警報

こころとからだ
の健康

効果的な対応

通信

資金

水と排水

ロジ（運輸）

避難所
(住宅)

早期の復旧

食の安全

防御

建物のハザード
耐性化

安全な学校

人間のこころとからだの健康を中
心に各クラスターが協調し、分担
して対応することが必要です。

保健医療

開発
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災害保健医療コーディネーター全都道府県調査

自治体数

2015年度までに80％以上の都道府県で設置が予定されています。

災害医療国際協力学調べ 2014年8月時点
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受援力

• 災害の状況を把握し、相手の対応能力・特性を理解し、
どのように助けてもらいたいかを発信できる力
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厚労省調べでは

http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20150509-00050148-yom-soci
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まとめ

• 国立大学病院は重要な災害拠点病院として自立する防災能力のみならず、
情報と支援の集約窓口となり、被災地の地域医療を支える能力が求められ
る。

• 構造的、非構造的、機能的に『安全な病院』の模範となるべきであり、災害
対策と事業継続性計画(BCP）を整備すべきである。その際に病院長のリー
ダーシップが求められる。

• 医療従事者と他のセクター（クラスター）間の情報共有、協力・協調が必要で
ある。

• 専門家育成とともに、すべての保健医療従事者に災害保健医療の基礎知
識を持たせる教育体制を整備すべきである。
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